
書式第8号 (法第 10条・第25条関係) 設   立   用

令和 7年度 事 業 計 画 書

NPO法 人フェニックス

1 事業実施の方針
設立初年度は、特に国内におけるシングルマザーなど経済的困窮者や、発展途上国・困窮地域の方

々

に対して、国境を越えた福祉・教育等の支援活動及び啓発活動を通じて、世界の平和と人権の擁護を図

り、もって広く公益に寄与するため、下記事業を立ち上げ、推進する。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【9701千円 )

事業費
(千円)対場所

従事者
人数日時事業内容さ

事
れた

法人成立後

週 1

～ 2回

就労支援として、エクセ

ルやワー ドなどの PC
スキルやホームページ

制作などのセミナーや、

学習支援として、学習補

助のオンラインサポー

トなど企画、実施。

特に語学の問題で就労

できない学生には積極

的に語学も含めた学習

サポー トを実施。

月 1回程度定期的に面

談し、生活支援にもつな

がる正規雇用に向けた

相談支援を実施。

1在宅ワーク案件の紹介。

人
年
５
／ 29311人

経済的に援
助が必要な
シングルマ

ザーや学生

法人成立後

必要に応

じて随時

法人事務
所

全国
(オンラ
イン)

就労支援、生活支援とし

てPCやタブレット、モ

バイルルーターの無償

貸与を実施。

当面は連携企業からの

提供、NPO法 人設立後
はホームページや SN
S等を活用し、募集。

支援対象者もホームペ

ージ、SNSで相談受付
をするのと同時に募集。

国内の特にシン

グルマザー、困

窮学生等への生

活、就労、学習

等の支援及び援

助に関する事業



法人成立後

1回/年
法人事務
所

資金援助の仕組み構築。

寄附金募集のシステム

構築。

法人成立後

必要に応

じて随時

石川県

発展途上

国

Pcやタブレットなど
企業から中古品を譲 り

受け、必要な方々へ寄

付。

10人
/年 628

発展途上国

や被災地域
の方々

法人事務

所

全国
(オンラ
イン)

11人

法人成立後

週 1

～ 2回

海外から日本へ留学す

る学生への支援として、

日本での日常生活及び

ビジネスマナー講座を

実施。

ゴミ出しなど身近なル

ールから、行政の手続き

など日本での暮らしの

役立ち情報や名刺交換、

お辞儀、時間厳守、ビジ

ネス上よくあるような

会話・曖味な表現などの

講座企画。

発展途上国、国

内外の生活困窮

地域等へのデジ

タルインフラ、

教育等の支援及

び援助に関する

事業

不特定多
数

49一般市民
法人事務
所
11人

法人成立後

年 1回

ホームページや SNS
から国内外の貧困につ

いての情報提供。

国内外の福祉及

び教育の調査研

究、普及、啓発、

情報提供に関す

る事業



書式第8号 (法第 10条 。第25条関係) 設   立   用

令和 8年度 事 業 計 画 書

NPO法 人フェニックス

1 事業実施の方針
令和 8年度は、特に国内におけるシングルマザーなど経済的困窮者や、発展途上国 。困窮地域の方々

に対して、国境を越えた福祉・教育等の支援活動及び啓発活動を通じて、世界の平和と人権の擁護を図

り、もって広く公益に寄与するため、下記事業を推進する。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【1,668】 千円 )

人数
対

事業費
(千円)場所

従事者
人数日時された 事業内容

週 1

～ 2回

就労支援として、エクセ

ルやワー ドなどの PC
スキルやホームページ

制作などのセミナーや、

学習支援として、学習補

助のオンラインサポー

トなど企画、実施。

特に語学の問題で就労

できない学生には積極

的に語学も含めた学習

サポートを実施。

月 1回程度定期的に面

談し、生活支援にもつな

がる正規雇用に向けた

相談支援を実施。

1在宅ワーク案件の紹介。

0人
/年 437

法人事務
所

全国
(オンラ
イン)

11人

経済的に援
助が必要な
シングルマ

ザーや学生

必要に応

じて随時

就労支援、生活支援とし

てPcやタブレット、モ

バイルルーターの無償

貸与を実施。

当面は連携企業からの

提供、NPO法人設立後
はホームページや SN
S等を活用し、募集。

支援対象者もホームペ

ージ、SNSで相談受付
をするのと同時に募集。

国内の特にシン

グルマザー、困

窮学生等への生

活、就労、学習

等の支援及び援

助に関する事業



発展途上国、国

内外の生活困窮

地域等へのデジ

タルインフラ、

教育等の支援及

び援助に関する

事業

資金援助の仕組み構築。

寄附金募集のシステム

構築。
1回/年 法人事務

所

11人
発展途上国
や被災地域
の方々

20人
/年 1,097

PCや タブレットなど
企業から中古品を譲 り

受け、必要な方々へ寄

付。

必要に応

じて随時

石川県

発展途上

国

海外から日本へ留学す

る学生への支援として、

日本での 日常生活及び

ビジネスマナー講座を

実施。

ゴミ出しなど身近なル

ールから、行政の手続き

など日本での暮 らしの

役立ち情報や名刺交換、

お辞儀、時間厳守、ビジ

ネス上よくあるような

会話・曖味な表現などの

講座企画。

週 1

～ 2回

法人事務
所

全国
(オンラ
イン)

国内外の福祉及

び教育の調査研

究、普及、啓発、

情報提供に関す

る事業

ホームページや SNS
による情報提供。

通年
法人事務

所

11人

一般市民
不特定多
数

134

国内外の福祉及び教育

の調査研究や支援活動

を行つている非営利団

体との交流会を開催。

年 1回 東京都

地域の福祉

や教育分野
の支援活動
に携わる個
人・団体

50人



9 10 25

令和 7年度 活動予算書
成立の日から令和 8年 7月 31日 まで

NPO法 人フェニックス
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I経常収益
1.受取会費
正会員受取会費
賛助会員受取会費
2.事業収益
国内の特にシングルマザー、困窮学生等への生活、就労、学習等の

支援及び援助に関する事業収益

発展途上国、国内外の生活困窮地域等へのデジタルインフラ、

教育等の支援及び援助に関する事業収益

国内外の福祉及び教育の調査研究、普及、啓発、情報提供

に関する事業収益

3.受取寄附金
受取寄附金

経常収益計
Ⅱ経常費用
1.事業費
(1)人件費
給料手当
人件費計
(2)その他経費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
広告宣伝費
地代家賃
水道光熱費
施設利用料
支払手数料
寄附金
消耗品費
その他経費計

事業費計
2.管理費
(1)人件費
役員報酬
給料手当
人件費計
(2)その他経費
会議費
地代家賃
水道光熱費
支払手数料
消耗品費
その他経費計

管理費計
経常費用計
税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額

1  設立時正味財産額
1  次期繰越正味財産額



令和7年度 活動予算書の注記

NPO法人フェニックス
重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準(2010年 7月 20日 2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議
会)によっています。

2. 事業別損益の状況
円

し

し

管理部門 合計

国内外の福祉及び
教育の調査研究、
普及、啓発、情報提
供に関する事業

事業費計

国内の特にシング
ルマザー、国窮学
生等への生活、就
労、学習等の支援
及び援助に関する
事業

発展途上国、国内
外の生活困窮地域
等へのデジタルイン
フラ、教育等の支援
及び援助に関する
事業科 目
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69,000739 000-670 000-49,000-328,000-293,000

I 経常収益
1.受取会費
2.事業収益
3.受取寄附金
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
役員報酬

給料手当
人件費計
(2)その他経費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
広告宣伝費
地代家賃
水道光熱費
施設利用料

支払手数料

寄付金
消耗品費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



9 10 25

令和 8年度 活動予算書
令和 8年 8月 1日 から令和 9年 7月 31日 まで

NPO法 人フェニックス
:円
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1,684,000
86,000
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16,000
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15,000

I 収

1.受取会費
正会員受取会費
賛助会員受取会費
2.事業収益
国内の特にシングルマザー、因窮学生等への生活、就労、学習等の

支援及び援助に関する事業収益

発展途上国、国内外の生活困窮地域等へのデジタルインフラ、

教育等の支援及び援助に関する事業収益

国内外の福祉及び教育の調査研究、普及、啓発、情報提供

に関する事業収益

3.受取寄附金
受取寄附金

経常収益計
Ⅱ経常費用
1.事業費
(1)人件費
給料手当
人件費計
(2)その他経費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
広告宣伝費
地代家賃
水道光熱費
施設利用料
支払手数料
寄附金
消耗品費
その他経費計

事業費計
2.管理費
(1)人件費
役員報酬
給料手当
人件費計
(2)その他経費
会議費
地代家賃
水道光熱費
支払手数料
消耗品費
その他経費計

管理費計
経常費用計
税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額

金 額



令和8年度 活動予算書の注記

NPO法人フェニックス
重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準(2010年 7月 20日 2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議
会)によっています。

2. 事業別損益の状況

V

V

事業費計 管理部門 合計

国内外の福祉及び

教育の調査研究、

普及、啓発、情報提

供に関する事業

国内の特にシング
ルマザー、困窮学
生等への生活、就
労、学習等の支援
及び援助に関する
事業

発展途上国、国内
外の生活困窮地域
等へのデジタルイン
フラ、教育等の支援
及び援助に関する
事業科 目
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I 経常収益
1.受取会費
2.事業収益
3.受取寄附金
経常収益計
]経 常費用
(1)人件費
役員報酬
給料手当
人件費計
(2)その他経費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
広告宣伝費
地代家賃
水道光熱費
施設利用料

支払手数料

寄付金
消耗品費
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額


